
（1）開会の挨拶
（2）来賓祝辞
（3）自治体病院の現状報告
（4）議長選出
（5）議　事
　1�．令和6年度　事業報告・収支
決算書（案）・監査報告

　2�．令和7年度　事業計画（案）・
収支予算書（案）・会費（案）

　3．役員の補選
（6）閉会の挨拶

会議の経過
（1） 開会の挨拶
　会長の杉本福井県知事より次の
とおり挨拶が述べられた。

■全国自治体病院開設者協議会　
会長　杉本　達治　福井県知事

　ただいま御紹介をいただきまし
た、全国自治体病院開設者協議会
会長をさせていただいております
福井県知事の杉本でございます。
本日は令和7年度の全国自治体病
院開設者協議会の定時総会に全国

各地から多くの皆様方にお集まり
いただきまして、また今年度もオ
ンラインの参加の方も併せてハイ
ブリッドの形で開催できることに
なりました。心から感謝を申し上
げる次第でございます。また、こ
の自治体病院の運営に当たりまし
て、日頃から大変お世話になって
おります自治体病院議員連盟の森
会長、上月事務局長をはじめ、多
くの国会議員の先生方にもおいで
いただいておりまして、心から感
謝を申し上げる次第でございま
す。
　昨今の病院の経営を取り巻く課
題というのは大変山積しておりま
す。特に最近は諸物価の高騰、医
師の不足、診療科の偏在など、様々
な課題があるわけでございます。
こうした課題につきましては、今
朝ほど開催されました議員の先生
方との議員連盟総会の中で、しっ
かりと私どもから訴えをさせてい
ただいて、先生方からも応援をい
ただきながら各省からの御回答も
いただいているところでございま
す。そういう中で、これら待った
なしの課題が多いというところで
ございます。
　この協議会は全国の都道府県、
市町村、組合立で現在634ござい

ますけれども、その自治体病院を
開設している団体でつくらせてい
ただいているところでございま
す。自治体立の病院は地域医療最
後のとりでと言われておりまし
て、それぞれの地域で、もちろん
民間の診療所や病院などが大活躍
していただいておりますけれど
も、コロナのときでも1割の公立
病院が3割の患者さんを診させて
いただき、特に厳しい段階では公
立病院の活躍で何とか乗り越えら
れたという状況なのかなと思って
おります。現在におきましても救
急、周産期医療、災害医療、へき
地医療、高度先進医療、こういっ
たところは私どもが担わせていた
だくことで、地域の医療環境は一
定程度、保たれているところだと
認識いたしております。
　一方で、病院を取り巻く環境は、
官民問わずですけれども、非常に
厳しい状況にあるわけでございま
す。物価の高騰、人件費の高騰は
待ったなしの状況でございます
し、医師の不足、診療科の偏在と
いったこともなかなか改善してい
かないという状況にあるわけでご
ざいます。そうした中で、この後、
要請の内容等についても御議論も
ありますけれども、今とにかく大
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切なことは、医療費が公定価格で、
診療報酬の中でしっかりと賄われ
ているところでございます。報酬
の改定は見ていただきましたけれ
ども、実は今の物価の高騰の中で
はとても間に合っていないという
のが現実の状況ではないかと思い
ます。公立病院の7割以上の病院
が赤字経営、しかも大きな赤字を
抱えて先が見えないような状況に
なっているわけでございます。こ
ういった点もしっかりと改革して
いく。やはり、今まで長い間、デ
フレの時代といいますか、いろい
ろなものの値段が上がらない、人
件費も上がらない中で過ごしてき
た、そういう診療報酬の形でござ
いましたけれども、ここ2～3年は
急速にそういったものが上がって
いる中でございますので、以前の
状況を踏まえた診療報酬のままで
次の2年を過ごすことは、根本的
に無理な状況になってきていると
いうことかと思います。そういう
意味では、今日も含めて、これか
ら骨太の方針の議論もされると
伺っておりますが、そういう中で
もこれからの診療報酬の在り方、
もしくは報酬制度の在り方をしっ
かりと御議論もいただいて、病院
の経営が安定する、結果として住
民の皆さんの安全・安心が守られ
る、そういう医療の制度になって
いくように、我々としても求めて
いかなければいけないと考えてい
るところでございます。
　今朝も自治体病院議員連盟の総
会の中で、自治体病院協議会の望
月会長をはじめ、皆様方と様々な
点についてもお願いをさせていた
だいて、御回答も各省庁からいた

だいたところでございます。その
後も、午前中は総務省に行かせて
いただいて要請活動もさせていた
だきました。古川政務官からもお
話をいただきました。午後も厚労
省に参りまして、このお話もさせ
ていただくこととしております。
こういった課題は、我々開設者の
努力だけではいかんともしがたい
ところになっているところでござ
いますので、本日御列席の国会議
員の先生方、そして各省庁の皆様
方のお力添えもいただきながら、
何とか乗り切ってまいりたいと考
えているところでございます。
　本日はこの後、令和6年度の事
業報告、決算の報告、また令和7
年度の予算（案）、事業計画（案）
についての御審議をいただく予定
としております。多少お時間が長
くなってまいりますけれども、皆
様方にはしっかりと御議論いただ
きまして、今後の地域の医療を
守ってまいりたいと思いますの
で、どうぞ御理解と御協力をよろ
しくお願い申し上げます。
　本日は誠にありがとうございま
す。

（2）来賓祝辞
　事務局より、来賓・臨席国会議
員の方々の紹介が行われた後、各
来賓より次のとおり祝辞が述べら
れた。（臨席国会議員の一覧は後
記）

■自治体病院議員連盟 
森　英介　会長

　御紹介にあずかりました自民党
自治体病院議員連盟の会長を務め
ております森英介でございます。
　本日は全国自治体病院開設者協
議会定時総会の御盛会、誠におめ
でとうございます。
　皆様方には日頃、自治体病院を
しっかりと守り支えていただいて
おりますことに満腔の敬意を表し
たいと思います。
　先ほど杉本会長からの御挨拶に
もございましたけれども、新型コ
ロナウイルス感染症が猛威を振
るった時期に、我が国では病院数
でいうと全病院の1割強にすぎな
い自治体病院が、日本全国の患者
の3割を受け入れており、我が国
の医療機関の中での自治体病院の
役割が再認識されたところです。
　しかし、一昨年、令和5年5月に
新型コロナウイルス感染症の位置
づけが2類から5類に変更されまし
て沈静化の段階に入ったとみなさ
れるようになりましたが、その後、
自治体病院の令和5年度決算は、
コロナ禍の時期に患者を引き受け
ました病院に対する病床確保料な
どがなくなったこと、物価の高騰、
患者の減少などに伴いまして、7
割の自治体病院が赤字になったと
聞いております。
　また、働き方改革の要求に適応
しなければならないという大変難
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しい課題もございます。
　もちろんこうした課題は、必ず
しも自治体病院に限ったものでは
なく、自治体病院も自助努力で経
営が成り立つように努めていただ
くことは必要でありましょうが、
しかし、多くの場合、自治体病院
はその地域で代替医療機関のない
不採算部門を担当することも求め
られます。こうしたことを勘案い
たしますと、一定の公的支援を必
要とすることは論をまたないと言
えると思います。
　これも先ほど杉本会長からお話
がありましたけれども、この総会
に先立ちまして今朝、私ども議員
連盟の総会を開催いたしまして、
杉本会長あるいは望月会長をはじ
め、自治体病院の代表の方々にも
御出席いただきました。その席上、
直接、切実な自治体病院の現状に
ついての御報告を承りまして、改
めてその深刻さを認識した次第で
ございます。関係省庁からも精
いっぱいの答弁がありましたし、
またその後、それを踏まえまして
議員からも大変活発な意見が出さ
れました。
　いずれにしても、私は千葉県で
ございまして、本当に首都圏にす
ぐ隣接した地域でございますが、
そこにおいても私の選挙区などは
その中で特に過疎化の進んだ地域
で、自治体病院がまさに地域医療
の最後のとりでと言ってもいいよ
うな状況でございます。ましてや、
ほかの地方の皆様方はどんなにか
御苦労なさっていることかと思い
ます。
　今後とも自治体病院が地域医療
の中核としてしっかりと存続して

いただきますように、私どもも関
係省庁を督励いたしまして、また
皆様方と力を合わせて、今後も自
治体病院が地域医療の中核として
貢献できるように努めてまいりた
いと思います。
　本日の総会は、こうして自治体
病院開設者の皆様方が一堂に会し
て意見交換をし、そして共通認識
を持つという非常に貴重な機会だ
と思いますので、今日の総会が今
後の自治体病院にとりまして一つ
の契機となりますことを心から念
願いたしまして、私からの御挨拶
に代えたいと思います。よろしく
お願いいたします。

■地方三議長会代表　全国町村議
会議長会　会長 
渡部　孝樹　厚真町議会議長

　ただいま御紹介いただきました
全国町村議会議長会会長を拝命し
ております北海道厚真町議会議長
の渡部孝樹であります。
　本日は令和7年度全国自治体病
院開設者協議会定時総会の開催に
当たり、全国都道府県議会議長会、
全国市議会議長会、全国町村議会
議長会の三議長会を代表いたしま
して一言、御挨拶を申し上げます。
　初めに、本日御参集の自治体病
院関係者の皆様におかれまして
は、常日頃から地域住民の健康の
維持・増進のため、多大な御尽力
をいただいておりますことに対し

て、深く敬意を表する次第であり
ます。
　さて、全国の自治体病院は地域
の中核的病院として、救急医療、
小児・周産期医療、災害医療、へ
き地医療など、採算性の確保が困
難な医療を担い、厳しい経営を強
いられながらも、地域住民に良質
で安全な医療の提供を確保すると
いう重要な役割を担っておられま
す。
　しかしながら、新興感染症への
対応を含めた地域の医療体制の確
保、医療人材の確保、偏在問題な
どとともに、エネルギー価格、入
院患者の食材費、医療材料費など
が、過去に例を見ない高騰に見舞
われるなど、自治体病院を取り巻
く環境は大変厳しい状況にありま
す。
　このため、私ども三議長会とい
たしましても、自治体病院への財
政支援措置、地域間・診療科間な
ど偏在の実態を踏まえた医師・看
護師の確保、勤務環境の改善、救
急医療体制の整備・推進等につき
ましては、政府・政党・国会への
要請活動を展開しているところで
あります。今後とも全国の自治体
病院関係者の皆様と一致団結し、
地域医療の確保と、その中核をな
す自治体病院の維持・発展のため、
全力を挙げて取り組んでまいる所
存であります。
　終わりに、本日の定時総会の御
盛会と、本日御参集の皆様方の御
健勝、御活躍をお祈り申し上げ、
お祝いの言葉とさせていただきま
す。本日は誠におめでとうござい
ます。
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■総務省　 
清田　浩史　大臣官房審議官

　御紹介いただきました総務省公
営企業担当の審議官をしておりま
す清田と申します。本日は全国自
治体病院開設者協議会令和7年度
定時総会の開催に当たり一言、お
祝いの言葉を申し上げます。
　初めに、協議会の代表でござい
ます杉本会長をはじめ、本日お集
まりの皆様方には日頃から自治体
病院の開設者として、住民の命と
健康を守るため、地域医療の確保
に多大な御尽力をいただいており
ますことに、深く感謝と敬意を表
する次第でございます。
　自治体病院は地域の中核病院と
して、へき地医療などの不採算医
療や特殊医療を担い、地域医療提
供体制の確保のために重要な役割
を果たしていただいております。
一方、自治体病院は、現在、物価
高騰や人件費の増加、医師・看護
師等の不足、人口減少などを背景
とする、厳しい経営環境に置かれ
ております。このような状況にお
いて、持続可能な地域医療提供体
制を確保するためには、限られた
医師・看護師等の医療資源を地域
全体で最大限効率的に活用すると
いう視点をこれまで以上に重視し
つつ、デジタルの力も最大限に活
用することにより、機能分化・連
携強化、医師・看護師等の確保等
に総合的に取り組み、自治体病院

の経営を強化していくことが重要
であります。そのような中、全国
自治体病院開設者協議会の総会が
開催され、皆様が一堂に会し、各々
の現状を踏まえた協議の場が設け
られますことは、大変有意義なも
のと考えております。
　総務省では、各自治体で策定さ
れた「公立病院経営強化プラン」
に基づく経営強化の取組を支援す
るため、必要な財政措置を講じて
きており、さらに今年度において
は、自治体病院が厳しい経営環境
に直面していることを踏まえ、自
治体病院の資金繰りを支援し、経
営改善を促進するため、新たな地
方債措置を創設したところでござ
います。今後も持続可能な地域医
療提供体制を確保するため、皆様
の取組を後押ししてまいりたいと
考えております。皆様方におかれ
ましては、自治体病院が住民の期
待に十分応えられるよう、一層の
御尽力をお願い申し上げる次第で
ございます。
　結びに全国自治体病院開設者協
議会の皆様のますますの御発展
と、関係各位の御健勝を祈念いた
しまして、私からの祝辞といたし
ます。今後ともよろしくお願いい
たします。

■厚生労働省医政局長代理　 
中田　勝巳　地域医療計画課長

　本日は厚生労働省医政局長の森

光が公務にて出席がかなわず、誠
に申し訳ございません。当職にて
挨拶を預かってまいりましたので
代読させていただきたいと存じま
す。
　令和7年度全国自治体病院開設
者協議会定時総会の開催に当たり
まして御挨拶申し上げます。
　本日御参集の皆様におかれまし
ては、日頃より自治体病院の運営
を通じて地域住民の生命・健康を
守るために御尽力いただいており
ますことに御礼申し上げるととも
に、敬意を表する次第でございま
す。
　我が国の医療提供体制につきま
しては、国民皆保険制度の下で全
ての国民が必要な医療を受けるこ
とができるように整備が進められ
てきております。現在では世界最
高水準の平均寿命、また高い保健
医療水準の実現などの成果を達成
いたしまして、私たちの日常生活
に欠かせない最も重要なインフラ
となっております。
　一方で、2040年頃を見据えます
と、医療と介護の複合ニーズを抱
える85歳以上の高齢者の増加や人
口減少がさらに進むことが見込ま
れており、我が国の医療提供体制
は今後、医療ニーズの変化と地域
医療の担い手確保という課題に直
面することとなります。こうした
課題を踏まえまして、今国会に医
療法改正法案を提出し、地域医療
構想の見直しや医師偏在是正に向
けた総合的な対策について議論し
ているところでございます。
　具体的には、新たな地域医療構
想におきましては、入院医療だけ
ではなく、外来医療・在宅医療、
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介護との連携、人材確保などを含
めた医療提供体制全体の課題解決
を図るものとして位置づけること
としております。また、病床機能
の分化・連携に加えまして、「治
す医療」を担う医療機関と、「治
し支える医療」を担う医療機関の
役割分担の明確化などを図るため
に、医療機関機能を報告する仕組
みを創設することとしておりま
す。また、医師偏在対策につきま
しては、昨年末に策定いたしまし
た「総合的な対策パッケージ」な
どを踏まえまして、経済的なイン
センティブ、地域の医療機関の支
え合いの仕組み、また医師養成課
程を通じた取組を組み合わせまし
た総合的な取組のほかに、中堅・
シニア世代を含む全ての世代の医
師を対象としたアプローチやへき
地保健医療対策を超えた取組、こ
ういった3つの柱を掲げまして、
計画的に取組を進めてまいりたい
と存じます。こうした取組を都道
府県、市町村、医療介護関係者の
皆様と連携しながら、着実に進め
てまいりたいと考えております。
　また、厚生労働省といたしまし
ても、医療機関は物価高騰などの
厳しい状況に直面していると認識
しております。資金繰り悪化で地
域医療が継続できないような事態
は避けなければならないと考えて
おります。令和6年度補正予算に
おきまして計上いたしました病床
数適正化支援事業につきまして
は、本年4月に第一次内示を行っ
たところでございます。改めまし
て足元の情勢変化もよく把握した
上で、今後予定しております第二
次内示に向けまして今現在、検討

を進めているところでございま
す。また、今後の予算の確保にお
きましては積極的に取り組むとと
もに、その後に控えております次
期報酬改定に向けましても必要な
対応を検討してまいりたいと考え
ております。
　自治体病院の皆様におかれまし
ては、患者数の減少などによる経
営の悪化、また医療従事者の確保
の御苦労など、それぞれの地域の
御事情によりまして様々な課題に
直面されていることと推察いたし
ておりますが、引き続き住民の医
療の確保のために御尽力いただけ
ますよう、よろしくお願い申し上
げます。
　結びになりますが、本日お集ま
りの皆様方の御健勝と御活躍、全
国自治体病院開設者協議会のます
ますの御発展を祈念いたしまし
て、私の挨拶とさせていただきま
す。
　令和7年5月20日、厚生労働省医
政局長、森光敬子。代読、地域医
療計画課長、中田勝己。本日は総
会の開催、おめでとうございます。

■全国自治体病院開設者協議会　
中山　泰　京丹後市長

　皆さん、こんにちは。御紹介い
ただきました京都府京丹後市長の
中山でございます。今日はこのよ
うな機会を賜って、本当にありが
とうございます。

　私からは自治体病院の現状を踏
まえて、公的病院として適切な病
院経営に欠かせない「改善」と考
えます方向、その問題意識、ある
いはそれに基づく要請等も含め
て、御報告をさせていただきたい
と思います。よろしくお願いいた
します。
　さて、まず自治体病院の機能で
す。言うまでもなく、自治体病院
は政策医療、一般医療の両面にお
いて、採算性、技術的な面から民
間医療機関では提供が困難な医療
を提供することが求められて、先
般のコロナ対応などで地域におけ
る中心的な役割も含めて、地域の
安全・安心を守る、地域にどうし
てもなくてはならない中核的な役
割を果たしてございます。
　しかしながら、現状、地域の自
治体病院をめぐり、光熱水費を含
めた諸物価の高騰をはじめとし
て、社会的にも欠かせない医療従
事者の処遇改善、人件費の高騰が
大きく加わって、自治体病院の経
営環境は地域横断的に非常に厳し
い環境に直面していると受け止め
てございます。さらに加えて、離
島や過疎地域のみならず、地域の
中核病院におきましても医師不足
や偏在が深刻な状況となり、やむ
なく病床の一部休止や診療科の縮
小を行わざるを得ない地域もあ
り、到底看過に耐えない、早急に
改善を要する状況が出てきてござ
います。
　したがって、このような大変厳
しい状況を打開し、自治体病院の
経営環境を最低限安定的な形に回
復するためにも、まずもって診療
報酬での適正な評価を含めた必要
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な財政措置がどうしても欠かせま
せん。併せて、病院事業に係る地
方交付税について、社会経済情勢
に即して所要額を確実に確保する
とともに、自治体病院に対する必
要十分な制度的・財政的支援をは
じめ、地域医療の確保のために必
要な措置のさらなる充実がどうし
ても必要で、強く要請いたします。
　次に、少し京丹後市の現状を補
足して具体的に御紹介させていた
だきたい、特に医師不足、医師確
保をめぐり御報告をさせていただ
きたいと思います。
　というのも、私ども京丹後市は、
京都府の中でも最も低い医師少数
区域にありまして、初期医療を担
う診療所数も国平均よりも低い中
で、私どもは広域な市域の中で市
立弥栄病院、市立久美浜病院とい
う2つの病院があるのですが、ま
ず病院の機能として診療所の役割
まで広くカバーし、またへき地医
療、救急、小児、産科など、採算
性の関係で対応の難しい医療、訪
問診療・看護等の在宅医療を展開
しており、加えて診療所や福祉・
介護施設との連携強化を進め、当
市の地域包括ケアシステムの中核
の大変大きな部分を担ってござい
ます。
　その上で、ぜひとも最重要に大
切なのが医師確保、医療人材の確
保であります。もちろん開設者と
してこの間も、病院長をはじめ職
員とともに様々な自助努力に懸命
に取り組んでいるのですが、この
点、少し経過に触れますと、本市
は平成16年4月に京都丹後半島の6
つの町が合併して誕生しました。
約500km3の広い市域の中で、当

時2つの市立病院で合わせて418床
の病床を有しておりましたが、ま
ず最初に直面した難局は、平成16
年4月の新臨床研修医制度の導入
と、その影響による派遣元の拠点
病院へのお医者様の引揚げでござ
いました。これによって市立病院
では著しく医師不足が顕在化し、
当然、病院経営は大打撃を受け、
当時、京都府、関係大学、関係医
療機関のみならず、民間の医療機
関に私自身で何度もお願いに上
がって、市役所を挙げて取り組み、
結果、京都府、そして京都府立医
大を中心にお支えいただく体制を
整えていただき、ありがたい限り
でございました。もちろん今もあ
りがたい限りですけれども、現状、
医師数は必要十分なレベルにまで
は回復しておりません。ですので、
改革プランの策定・実行などとと
もに、同時に病床数も全体を48床
削減し、全370床とするなど、総
合的な改善・改革を進めてきまし
た。しかしながら、医師不足は依
然として深刻なレベルのままであ
ります。近年これに加えて看護師
などの人材不足、とりわけ医療材
料や人件費の大幅な高騰等も決定
的に加わってきて、少しずつ好転
していた医療環境も現状、厳しい
経営状況が大変顕著になってきて
ございます。
　そこで、解決策へとつなげてい
ただくため、医師不足をめぐる本
市の特徴的な点に触れたいと思う
わけです。というのも、私たちが
おります京都府は、国の医師偏在
指標においても医師多数県とされ
ているわけですが、一方で京都府
が抱える6つの二次医療圏のうち、

実は3つの医療圏が医師少数区域
となっており、結果、医師の地域
偏在が我が国トップクラスで、と
ても顕著な実態にあります。とり
わけ本市が属する二次医療圏は、
令和5年公表の国の医師偏在指数
では全国335の医療圏の中で、医
師多数の京都府の中にあるにもか
かわらず280位でありまして、全
国平均を大きく下回る医師少数区
域となっています。オール京都体
制で地方の医療体制の充実に懸命
に努めてくださっているのです
が、制度的背景のゆえも含めて、
かような中で2つの市立病院につ
いても依然、医師不足は深刻な状
況にあります。
　というのも、日頃、関係者を挙
げて制度的課題として痛切に感じ
ておりますことは、京都府自体、
全国きっての医師多数都道府県な
のに、なぜ同じ都道府県の中に医
師少数区域が偏在したままに結
果、放置されるかのごとくその状
態が固定されざるを得ないのか。
ぜひ、その解決策として、京都府
外の医師少数地域に対して医師派
遣のインセンティブが働く制度が
あるわけですけれども、同じ都道
府県の地域の中の医師少数地域
に、今はないのですが、少なくと
も同様のインセンティブをぜひ持
たせていただきたい。すなわち、
都道府県単位で考えるということ
もそうですが、原則、二次医療圏
単位で派遣のインセンティブを持
てる制度にぜひしてほしいと思っ
ております。都道府県単位の斉一
性や均一性というものが、例えば
医療関係制度として国民健康保険
制度などでは望み、求められるわ
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けでありますけれども、こういっ
た医療関係の制度との整合性を考
えるなら、むしろ同一都道府県内
の偏在解消こそ、まず先んじて、
率先して行われるべき制度であっ
てほしいと地元として強く思うば
かりであります。
　そこで、今般、示された「医師
偏在の是正に向けた総合的な政策
パッケージ」におきましては、都
道府県において重点医師偏在対策
支援区域を設定し、優先的・重点
的に対策を進めるとされて、併せ
て医師多数県内での医師少数区域
への連携も一定数、認められるな
ど、本市、及び本市同様に医師多
数県内の医師少数区域の皆様の解
消に向けて配慮されたものがある
と感謝しております。このことは
感謝するばかりで、今後、国にお
きましてぜひ早急、円滑に制度改
正を含めて必要な対応をしていた
だけると思ってございますけれど
も、その上で、さらに大切なこと
として思いますのは、医師のカウ
ントの仕方です。というのも現状、
臨床に関わっていない医師まで含
めて医師の中の多数にカウントさ
れるという制度実態です。結果と
して地域に派遣する医師が不足す
るといった課題も深刻に聞いてご
ざいます。特に京都府は有力で大
規模な大学が多いだけに、そのマ
イナスの影響は甚大であります。
運用に当たっては、実態として固
定的に臨床に関わらない医師、大
学の医師などについては計算上除
くなど、制度の趣旨を踏まえた運
用上の措置を強くお願いするもの
でございます。そして、全国全て
の医師少数区域の解消により、将

来にわたり地域で必要な医療提供
体制の確保がされ、各自治体で適
切な医療サービスの提供ができま
すように、国の責任において、以
上申し上げました諸課題にもぜひ
御配慮いただきながら、引き続き
確実に実効性のある総合的な医師
偏在対策を強力に推進されるよ
う、切に願っております。
　今、地方創生が全国的に強く求
められておりますけれども、その
ためにも住民が暮らす地域の中で
医療を適切に受けられる環境は絶
対不可欠であります。そして、そ
の環境をセーフティネットとして
確保する、なくてはならない機能
こそは、私たちの自治体病院にほ
かなりません。そのためにも地方
創生を考える上で真っ先に、そし
て必要十分に対処すべき政策領域
こそ、自治体病院をお支えくださ
る政策とその支援です。今後とも
我々自治体病院が良質な地域医療
を効率的かつ継続的に担っていく
ためには、私ども開設者の責務の
下、病院自身の自助努力はもとよ
り、国におかれましても制度上の
必要な見直しや、さらなる必要十
分な財政支援措置につきまして、
一層のお力添えをお願い申し上
げ、自治体病院の現状報告とさせ
ていただきます。
　御清聴、ありがとうございまし
た。

■公益社団法人　全国自治体病院
協議会　会長　望月　泉 
八幡平市病院事業管理者　兼　
八幡平市立病院統括院長

　こんにちは。今日は「診療報酬
改定後の病院経営危機と要望」と
いう資料を用意いたしましたので
こちらで御説明したいと思いま
す。
　（スライド1）「今後の社会保障
関係費の歳出水準の考え方」です。
「骨太方針2018」に、社会保障関
係費については、「実質的な増加
を高齢化による増加分に相当する
伸びにおさめることを目指す方
針」というのがはっきり書かれま
して、これが「骨太方針2024」で
も続いているわけです。社会保障
費、特に医療費が増加する原因の
うち、高齢化による増加分は、私
の肌感覚では約3分の1程度で、残
りの3分の2は医療の進歩・技術革
新により今まで治療の対象になら
なかった患者さんなど、そういっ
た方々に医療を提供できるように
なってきていますから、高齢化の
伸びだけに抑えるということは、
到底不可能ではないかと思いま
す。自然増を制度改革・効率化に
よって高齢化による増加分に抑え
るということが、今の内閣の方針
で決まっているわけですけれど
も、ここを何とか打ち破っていか
ないと、なかなか難しいのではな
いかと思います。
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　（スライド2）「我が国の医療保
険制度の特徴と課題」です。「国
民皆保険」、「フリーアクセス」、「自
由開業医制」、「出来高払い」が4
本柱となっているわけですが、近
年これらが、いろいろなところで
かなりのひずみが出てきているの
ではないかと思います。細かな説
明は後で資料を見ていただきたい
のですが、過剰な医療提供を招き
やすい構造であります。また、「支
え手（現役世代）」の減少は今後
加速します。例えば高齢者の医療
費、75歳以上の医療費が今、年間
約20兆円かかっており、20兆円の
うち現役世代が40％を保険で負担
しているという構造になってきて
いますので、この辺がさらに厳し
くなってきます。先ほど申し上げ
ましたが、「イノベーション等に
よる医療の高度化・高額化の進展」
により、医療費はやはり上がって
いきますから、質の高い医療の効
率的な提供、それから、保険給付
範囲の在り方の見直し、高度・高
額な医療技術や医薬品への対応を
どうするかということも含めて検
討していかなければいけないと思
います。高齢化・人口減少下での
負担の公平化については、年齢で
はなくて能力に応じた負担も検討
されていくと思います。
　（スライド3）昨年6月の診療報
酬改定で、プラス0.88％というこ
とでプラス改定のような印象を受
けるのですが、実際は薬価で1％
引いておりますので、マイナス改
定になっています。このプラス
0.88％の中身はほぼベースアップ
で0.61％使われて、食費があって
ということで、ほぼ人件費のアッ

プにこの0.88％が使われるわけで
すので、このパーセントでは諸物
価高騰、経費の増大に対しての病
院のホスピタルフィーが出てこな
いわけです。ですから、今年に入
りまして病院は軒並み経営が赤字
という状況が続いているというこ
とであります。
　（スライド4）冒頭にあります6
つの団体で、診療報酬改定後の病
院の経営状況の調査をしまして、
要望事項を出しました。病院経営
は危機的状況であり、病院の診療
報酬について、物価・賃金の上昇
に適切に対応できる仕組みが必要
です。そのために、社会保障予算
に関しての財政フレームの見直し
を行い、「社会保障関係費の伸び
を高齢化の伸びの範囲内に抑制す
る」という取扱いを改めることが
必要であり、切に願っております。
　（スライド6）その調査結果です。
オレンジが2024年ですが、医業収
益は前年に比べて伸びてはいます
が、経費、医業費用のほうがはる
かに大きく伸びているため、病院
は赤字になっているという状況で
す。右も同じようなグラフで、利
益率の推移を見ますと、医業利益
率がマイナス6％です。経常利益
率がマイナス3.3％ということで
あります。
　（スライド8）公立病院で見ます
と、何と95％が医業収益で赤字に
なっております。
　（スライド9）もう一つの問題は、
2018年度と2023年度の5年間でど
のように経費が増えているかを調
べたところですが、医薬品が約3
割、診療材料費が14.4％、委託費
が22.2％、水道光熱費等も13.6％

伸びています。もう一つの問題は、
控除対象外消費税等負担額が約
50％増えています。つまり、病院
は診療材料も食材も、購入した全
てのものに対して消費税を払って
います。でも、その消費税はどう
やって病院に入ってくるかという
と、非課税ですので患者さんは消
費税を払っていません。それから、
7割を負担する保険者からも消費
税はもらっていません。診療報酬
に消費税が盛り込まれているとい
う説明で最初はやってきたのです
が、本当に補填されているかどう
かというのがなかなか難しくて、
これだけ消費税負担が増えてきて
います。しかも、今年はさらに諸
物価が高騰していますので、さら
に消費税は上がってきています。
これがきちんと補填されているか
どうか。今度この5月、6月ぐらい
からまたデータを出そうと思って
いるのですが、恐らく病院では消
費税の補填がなかなか足りていな
いという状況になっております。
　（スライド10）私は長く岩手県
の県立中央病院におりましたの
で、県のデータを出しております。
岩手県は県立病院が20ある、少し
特殊な地域かもしれません。6の
地域診療センター、全国随一の病
院数・病床数、二次医療圏の拠点
病院は全て県立病院という状況で
す。
　（スライド11）そろそろ決算が
出ると思うのですが、令和6年度
の決算見込みです。令和元年度と
比べますと、収益はやはり増えて
います。全体で47億円増えていま
した。しかし、費用が、令和元年
度に比べてこの5年で150億円増え
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ています。ですから、差し引き
100億円のマイナスということに
なっています。この150億円の内
訳を見ますと、給与費がやはり一
番多くて65億円です。我々自治体
病院は人事院の勧告を受けてベー
スアップをせざるを得ないといい
ますか、してきているわけです。
人事院の勧告は今年度が大体4％
以上の勧告になっていて、ベース
アップ評価料は2.5％しかありま
せんので、これは全くもって赤字
になっているわけです。材料費が
38億円。経費では、最低賃金の上
昇によって委託料も増加しており
ますし、委託料にも消費税がかか
りますので、消費税もかなり払っ
ていますし、電気料金、燃料費等
の値上げがあるわけです。
　（スライド12）国を挙げた賃上
げの方向を受けて、人事院勧告に
基づく給与改定には30億円が追加
で必要になるのですが、診療報酬
でもらえるベースアップは6億円
にとどまっていますので、差し引
き24億円の持ち出しということに
なるわけです。給与費が伸びてい
ます。左は診療材料費です。
　（スライド13）全国の主な都道
府県立病院の経営状況を調査して
もらいました。これは決算の見込
みで見ているのですが、大体この
数字に近い数字が出ると思いま
す。岩手県は今20の県立病院で、
差引損益で約80億円です。一番大
変なのは兵庫県だと思いますが、
兵庫県は10の病院で129億円、沖
縄県は6つの県立病院で100億円近
い差引損益が出ているということ
なので、とてもではないですが、
県立病院はやっていけないような

状況の数字であります。ここを何
とかしてもらうには、物価高騰に
連動した診療報酬の増加を求める
しかないと思います。
　（スライド17）当協議会の副会
長が島根県立中央病院の病院長で
すので、データを出してもらいま
した。医業収益を見ますと令和元
年に比べて、令和6年はまだ概算
ですが、約10％伸びています。し
かし、費用が16％伸びていますの
で、差し引き6％分のマイナスに
なっているということです。一方、
これはすぐ計算できますが控除対
象外消費税が、令和元年は支払っ
たものに対して6億5400万円です。
令和6年度は8億4000万円で、物価
が上がっていますので消費税の支
払いが多くなっています。ここで
差し引き2億円程度、消費税負担
が増えているということでありま
す。
　（スライド18）最後にまとめま
すけれども、診療報酬改定につい
て、消費税は診療報酬に含まれて
いるという説明ですが、支払った
消費税分の補填は医療機関によっ
てばらつきます。はっきり申し上
げて小さな診療所であれば、使う
材料も少なく、消費税も非常に少
なく済みますので、こういうとこ
ろはまずまず補填されているとい
う計算になります。しかし、急性
期・大病院ほど診療材料や薬など、
いろいろなものをたくさん使いま
すし、委託も増えますので、明ら
かな損税となっています。
　インフレ局面において諸物価が
高騰して、人件費も増大しており
ますので、医療機関の収入の柱で
あります診療報酬で病院運営にか

かる諸経費を賄うことができない
状況は明白であると思います。
　（スライド19）「国民全体を巻き
込みながら」と私は書いたのです
が、国民にこれをアピールすると
いうのは一番難しいですね。でも、
マスコミの取材・報道、SNSなど、
いろいろな手段を利用してもいい
と思います。あとは、今日のよう
に国会議員、議員連盟の皆様への
アピールです。控除対象外消費税
は、諸物価が高騰し、病院が支払
う消費税が増加しているのは事実
で、診療報酬で補填されているか
どうかは不透明、不合理な制度と
なっています。課税業者として消
費税を病院がちゃんともらえるよ
うになれば一番分かりやすいです
が、スタートの時点では非課税で
始まっていまして、患者さんから
もらえていない、保険者からもも
らえていないというその制度を変
えるのはなかなか難しいと思いま
すけれども、今後10％以上に上
がっていく可能性もありますの
で、ここのところは本当にアピー
ルして考えていかなければいけな
いと思います。
　もう一つ、最後に、今の診療報
酬の体系は、ストラクチャー評価
といって、人をそろえれば診療報
酬が上がるという仕組みです。例
えば7対1看護体制というのは、看
護師の頭数をそろえないと診療報
酬が高くもらえません。しかし、
地方では人の雇用は限界ではない
でしょうか。先ほど医師の偏在で、
医師の雇用は難しいという話もあ
りましたが、さらに看護師、薬剤
師、いろいろなコメディカルのス
タッフを雇用するのは非常に難し
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くなってきておりますので、診療
報酬体系にアウトカム評価・プロ
セス評価の仕組みを導入してほし
いというのが、最後の要望事項で
あります。
　以上です。御清聴、ありがとう
ございました。

（4）議長選出
■議長　髙樋　憲　黒石市長

　会則第17条第1項の規定により、
議長は出席会員の中から選出する
ことから、事務局より議長の選出
について諮ったところ、事務局に
一任され、次の方が指名された。

髙樋　憲　青森県黒石市長

　議長より次のとおり挨拶が行わ
れた。
　「ただいま御指名いただきまし
た青森県黒石市長の髙樋と申しま
す。皆様方の御協力をいただきな
がらスムーズな議事進行に努めて
まいりたいと存じますので、御協
力のほど、よろしくお願い申し上
げます。」

（6）議　事
1�．令和6年度　事業報告・収支決
算書（案）・監査報告
　髙樋議長より「令和6年度　事
業報告・収支決算書（案）」が上
程され、事務局より説明及び報告
が行われた後、監事の工藤青森県

南部町長より「令和6年度収支決
算について、関係帳簿、証拠書類、
一切の監査を実施した結果、適正
に処理されていたことを確認し
た」旨の監査結果について報告が
述べられた。

■全国自治体病院開設者協議会　
監事　工藤　祐直　青森県・南
部町長

　髙樋議長より「令和6年度　事
業報告・収支決算書（案）・監査
報告」について諮ったところ、異
議なく拍手をもって了承された。

2�．令和7年度　事業計画（案）・
収支予算書（案）・会費（案）
　髙樋議長より「令和7年度事業
計画（案）・収支予算書（案）・会
費（案）」が上程され、事務局よ
り説明が行われた。説明後、髙樋
議長より「令和7年度事業計画
（案）・収支予算書（案）・会費（案）」
について諮ったところ、異議なく
拍手をもって了承された。

3．役員の補選
　「役員の補選」について、午前
に開催された理事会で協議が行わ
れ、監事候補者として古賀・日野
市長が決定した旨、事務局より説
明が行われた。
　髙樋議長より監事候補者につい
て諮ったところ、異議なく拍手を
もって了承された。

・�監事候補者　　東京都　日野市
長　古賀　壮志

（7）閉会の挨拶
　副会長の須田・女川町長より次
のとおり閉会の挨拶が述べられ
た。

■全国自治体病院開設者協議会　
副会長　須田　善明　女川町長

　御紹介いただきました副会長を
務めております宮城県女川町長の
須田でございます。閉会に当たり
まして一言、御挨拶を述べさせて
いただきます。
　本日は現地参加並びにウェブ参
加の会員の皆様、そして管理者の
皆様、大変ありがとうございまし
た。おかげさまで無事、総会を閉
じさせていただくことができまし
た。
　早朝の議連の総会から本日も参
加させていただく中で、国会の先
生方や省庁の皆様の現状に対して
の理解は当然していただいてお
り、またその改善に向けての様々
な活動はしていただいておること
は改めて認識はさせていただくも
のの、取り巻く現実は本当に厳し
いところでございます。これまで
お話がありましたとおり、多くの
病院・診療所が経営上は苦戦をし
ておるところでございますが、コ
ロナ禍でもそうであったとおり最
後のとりで、つまり、我々は逃げ
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られないところでやっておるわけ
でございます。何としても地域の
安全・安心を保つためには踏ん
張っていかなければならない。
　一方で、民間も含めた現状の厳
しさもある中で、先般2月でした
でしょうか、東洋経済誌に「病院　
大淘汰時代」という記事がありま
して、本当にどこも大変だという
ことが載っておったわけでござい
ますけれども、民間もそうだとは
思うのですけれども、公的病院に
限って言った場合に、漫然と経営
しておるわけではないわけです。
時代の変化や人口減少社会の中
で、そこにどのようにアジャスト
していくか、また病病連携、病診
連携などいろいろな形でそこは取

り組みながらやっております。
　例えば我が町のことでいいます
と、平成初期に100床の病院で立
ち上がりました。大震災がありま
したが、その前に50床になり、震
災後は19床の有床診療所、今は15
床になっています。現状でいいま
すと、管理者とはこの有床もどこ
まで続けていくか、そこまでの対
応をやっているわけです。多分ど
こでも同じようにいろいろな取組
がされている。一方で、マーケッ
トは縮小、住民の皆様のニーズは
増えるという中で、いろいろな御
理解もいただき、バランスも取り
つつ、少なくとも最小限、期待さ
れるべき機能は維持していかなけ
ればいけないということで、どこ

の地域でも踏ん張っておられると
存じます。
　今日は総会でいただきました、
また認識を合わせていただいた
様々な課題感、そして今後の在り
方等を、引き続き皆様方のお力を
いただきながら、また管理者の皆
様と共に運動を展開し、それぞれ
の地域医療がしっかり機能を果た
し、期待に応えていただける、そ
のような環境づくりに皆様と共に
進ませていただきたいと存じま
す。
　どうぞよろしくお願い申し上げ
まして、本日の総会の閉会に当た
りまして御挨拶をさせていただき
ます。皆様、大変ありがとうござ
いました。

■ご臨席いただいたご来賓（敬称略）

■衆議院議員
　小池　正昭
　瀬戸　隆一
　高市　早苗
　渡海紀三朗

●代理の方のご臨席
　あべ　俊子
　麻生　太郎
　安藤　たかお
　大串　正樹
　金子　恭之
　高村　正大
　鈴木　俊一
　鈴木　貴子
　高見　康裕
　橘　慶一郎

　棚橋　泰文
　津島　淳
　中谷　真一
　長谷川　淳二
　藤井　比早之
　宮下　一郎
　武藤　容治
　山口　壯
　山田　賢司
　若山　慎司

■参議院議員
　加藤　明良
　上月　良祐
　高橋　はるみ
　船橋　利実
　星　北斗

　松下　新平
　宮本　周司

●代理の方のご臨席
　猪口　邦子
　岩本　剛人
　小林　一大
　こやり　隆史
　武見　敬三
　長谷川　岳
　藤井　一博
　山本　啓介
　若林　洋平
　
計40名
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≪総務省・厚生労働省への要望活動≫
　全国自治体病院開設者協議会及び全国自治体病院協議会の代表役員は、古川　直季　総務大臣政務官、吉田　
真次　厚生労働大臣政務官へ直接要望活動を行った。

　

古川　直季　総務大臣政務官へ直接要望 吉田　真次　厚生労働大臣政務官へ直接要望

≪各都道府県事務局の要望活動≫
　議事終了後に各都道府県事務局へも地元選出の国会議員等へ要望活動のお願いをしており、報告いただいた
都道府県及び要望人数については以下の通りとなっている。

各都道府県自治体病院開設者協議会の要望活動状況
都道府県 衆議院議員 参議院議員 都道府県 衆議院議員 参議院議員
北 海 道 20 13 静 岡 県 12 5
青 森 県 6 2 岐 阜 県 2 －
岩 手 県 3 2 和歌山県 3 1
茨 城 県 6 2 島 根 県 1 3
東 京 都 10 － 山 口 県 2 －

合 計 65 28
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全自病協雑誌第64巻2025年第８号 105（1340）

日本病院会・全日本病院協会・日本医療法人協会・日本精神科病院協会・日本慢性期医療協会・全国自治体病院協議会














日本病院会・全日本病院協会・日本医療法人協会・日本精神科病院協会・日本慢性期医療協会・全国自治体病院協議会


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日本病院会・全日本病院協会・日本医療法人協会・日本精神科病院協会・日本慢性期医療協会・全国自治体病院協議会





1,098,978 

1,156,402 

1,119,530 

1,186,451 

1,040,000

1,060,000

1,080,000

1,100,000

1,120,000

1,140,000

1,160,000

1,180,000

1,200,000

医業収益 医業費用

2023年 2024年

（＋1.9％）

（＋2.6％）

-5.2%

-1.0%

-6.0%

-3.3%

-7.0%

-6.0%

-5.0%

-4.0%

-3.0%

-2.0%

-1.0%

0.0%

2023年 2024年

医業利益率   経常利益率 

日本病院会・全日本病院協会・日本医療法人協会・日本精神科病院協会・日本慢性期医療協会・全国自治体病院協議会


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日本病院会・全日本病院協会・日本医療法人協会・日本精神科病院協会・日本慢性期医療協会・全国自治体病院協議会

1,420,868 

1,537,852 1,459,795 

1,735,221 

1,400,000

1,450,000

1,500,000

1,550,000

1,600,000

1,650,000

1,700,000

1,750,000

2018年度 2023年度

給与費 その他経費

（＋8.2％）

（＋18.9％）

）

そそのの他他 経経費費 内内訳訳

）



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伸び率
+ 5.2%
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